
Ⅰ 令和２年度決算の概要 
 

 

はじめに 

 地方財政について国（総務省）は、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」で示され

た方針を踏まえ、地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、

令和元年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することとして

いた。 

 このような中、我が国の経済は、経済政策（アベノミクス）の推進により、雇用・所

得環境が大きく改善し、企業収益も過去 高水準が続く中、３年連続で 低賃金の引上

げを実現している一方で、伊達市においては、いまだ景気回復の兆候が波及していると

は言えない状況下での当初予算編成となった。 

歳入面については、前述のとおり市税の大幅な増収は見込めず、地方交付税において

も普通交付税の合併算定替えによる効果の恩恵がなくなったことから、一般財源の増額

は見込めない状況であった。 

 一方、歳出面では、学校施設の整備などの投資的経費の支出が見込まれるほか、扶助

費や繰出金の社会保障関連経費は伸び率が鈍化しているものの増加傾向にあり、一般会

計当初予算編成時には６億９千万円の収支不足となったため、不足分を財政調整基金か

ら取り崩すこととして収支均衡を図った。 

ただ、令和２年度当初予算が議決される頃には、我が国においても新型コロナウイル

ス感染症がまん延し始めており、年度当初より予算補正による衛生対策及び経済対策が

行われる幕開けとなった。 

 

決算状況 

 Ⅰ  歳入 

    １ 一般会計歳入決算は、229 億５千９百万円で、前年度に比べ 48 億３千３百万円

の増（26.7％の増）であり、現計予算に比べ 10 億４千３百万円の減となった。ま

た、翌年度繰越事業の未収入特定財源は、８億７千７百万円である。 

  ２  市税は、39 億５千５百万円となり、予算に比べ１億３千５百万円の増になった

ものの、前年度に比べ３千４百万円の減となった。 

  ３ 地方交付税は、前年度に比べ９千９百万円の増となったものの、臨時財政対策

債は前年度に比べ２千万円の減となった。 

 

 Ⅱ 歳出 

  １ 一般会計歳出決算は、221 億２千２百万円で、前年度に比べ 42 億９百万円の増

（23.5％の増）であった。また、現計予算に比べ 18 億８千万円の減であるが、こ

のうち 10 億６千５百万円は翌年度繰越事業分である。 

  ２ 義務的経費は、人件費で３億６千５百万円の増（会計年度任用職員分４億６百
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万円の増含む）、扶助費で８千６百万円、公債費で２百万円の減となり、前年度

に比べ２億７千７百万円の増となった。 

    ３ 補助費等は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金６億７千万円

を含む、新型コロナウイルス感染症関連補助金で 39 億９千１百万円の増、西胆振

行政事務組合負担金（火葬場分）で１億８千６百万円の減などにより、前年度に

比べ 36 億４千３百万円の増となった。 

  ４ 投資的経費は、大滝総合支所改修工事で２億３百万円、大滝区定住促進住宅整

備事業で１億９千８百万円の増となり、前年度に比べ４億４千９百万円の増とな

った。 

  ５ 積立金は、地域振興基金で１千８百万円、大滝区観光振興基金で８百万円、森

林環境譲与税基金で６百万円、過疎地域自立促進基金で６百万円の増、公共施設

等整備基金で１千３百万円の減となり、前年度に比べ２千３百万円の増となった。 

 

 Ⅲ 収支 

   歳入歳出差引額は、８億３千７百万円の黒字であり、前年度に比べ６億２千４百

万円の増となった。 

 

 Ⅳ 基金 

   財源対策のための基金の状況では、当初予算時に財源不足のため計上していた財

政調整基金の取り崩しを解消することができた。 

 

むすび 

当初予算では、６億９千万円の収入不足が生じ、極めて厳しい財政運営が見込まれて

いた。 

  そのため、国や道からの交付金等の活用に加え、徹底したコロナ禍における事業の中

止や縮小などを含む歳出の削減に努めたものの、 終予算においても財政調整基金の取

り崩しが１億８千４百万円残る状況となったが、決算においては、新型コロナウイルス

感染症の影響で減収と予想されていた市税が当初予算比で増額となったことなどによ

り、財政調整基金や備荒資金（超過納付分）を取り崩すことなく、翌年度への繰越金も

確保され、 終的には地方債残高を減らすことができるなど、令和２年度の財政運営は

概ね良好に進めることができた。 
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　 　 　      区　　　分

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率

(A) (B) (C) (C)/(A)

24,001,789,031 23,088,004,203 22,958,560,773 95.7

4,565,371,000 4,395,265,657 4,252,072,067 93.1

3,987,007,000 3,547,212,167 3,536,207,467 88.7

3,318,000 3,281,844 3,281,844 98.9

642,890,000 640,858,653 640,163,022 99.6

9,198,586,000 8,586,618,321 8,431,724,400 91.7

33,200,375,031 31,674,622,524 31,390,285,173 94.5

一 般 会 計

歳　　　　　　　入

  会　計　名

Ⅱ　令和２年度　伊達市

計

特
　
　

別

　

会

　
　

計

合　　　　　計

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

霊 園 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計
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(単位　円・％)

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

(D) (E) (F) (G) (E)/(D) (C)-(E)

24,001,789,031 22,121,847,044 1,064,710,456 815,231,531 92.2 836,713,729

4,565,371,000 4,139,074,704 426,296,296 90.7 112,997,363

3,987,007,000 3,454,943,821 532,063,179 86.7 81,263,646

3,318,000 3,281,844 36,156 98.9 0

642,890,000 625,821,822 17,068,178 97.3 14,341,200

9,198,586,000 8,223,122,191 0 975,463,809 89.4 208,602,209

33,200,375,031 30,344,969,235 1,064,710,456 1,790,695,340 91.4 1,045,315,938

各会計歳入歳出決算総括表

歳　　　　　  　　出
歳 入 歳 出
差 引 額
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

10,578,029千円 10,541,516千円 10,676,614千円 10,741,979千円 10,955,935千円
（△1.9％） （△0.3％） （1.3％） （0.6％） (2.0％)

6,378,810千円 6,268,585千円 6,357,530千円 6,436,747千円 6,535,314千円
（△3.1％） （△1.7％） （1.4％） （1.2％） （1.5％）

5,602,526千円 5,496,806千円 5,603,451千円 5,694,315千円 5,800,891千円
（△2.2％） （△1.9％） （1.9％） （1.6％） （1.8％）

776,284千円 771,779千円 754,079千円 742,432千円 734,423千円
（△8.7％） （△0.6％） （△2.3％） （△1.5％） （△1.1％）

0.391 0.395 0.394 0.393 0.393

10.2％ 9.0％ 8.1％ 7.8％ 8.2％

86.9％ 88.1％ 87.2％ 88.7％ 87.4％
（91.2％） （92.7％） （91.6％） （92.3％） （90.7％）

－ － － － －

（13.24％） （13.25％） （13.23％） （13.22％） （13.19％）
（20.00％） （20.00％） （20.00％） （20.00％） （20.00％）

－ － － － －

（18.24％） （18.25％） （18.23％） （18.22％） （18.19％）
（30.00％） （30.00％） （30.00％） （30.00％） （30.00％）

8.8％ 7.7％ 6.7％ 5.6％ 4.8％

(25.0％) (25.0％) (25.0％) (25.0％) (25.0％)
(35.0％) (35.0％) (35.0％) (35.0％) (35.0％)

21.7％ 3.6％ － － －

（350.0％） （350.0％） （350.0％） （350.0％） （350.0％）

※標準財政規模、地方交付税の（ ）内は対前年度伸率

※経常収支比率の（ ）内は臨時財政対策債を経常一般財源から除いた場合

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率において「－」は実質赤字がない場合

※実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率の上段の（ ）内は早期健全化基準、下段の（ ）内

　は財政再生基準

※将来負担比率において「－」は将来負担比率がない場合

※将来負担比率の（ ）内は早期健全化基準

標 準 財 政 規 模

普 通 交 付 税

区　　分

地 方 交 付 税

実質公債費比率

Ⅲ 財政指数等の推移

将 来 負 担 比 率

特 別 交 付 税

経 常 収 支 比 率

公 債 費 比 率

財 政 力 指 数

（３か年平均）

連 結 実 質
赤 字 比 率

実 質 赤 字 比 率
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・ 普 通 会 計 ～ 地方財政統計上における会計の区分で、各団体の財政規模を統一的にとらえるために、

各団体の一般会計や特別会計を区分しないで、一般会計に公営事業会計を除く各特別会

計（公共用地先行取得（平成24年度まで）、霊園）を合算したものをいう。

・ 標 準 財 政 規 模 ～ 地方公共団体の一般財源の標準的な大きさを示す指標で、「標準税収入額等」＋「普通

交付税額」＋「臨時財政対策債発行可能額」を合算したものをいう。

・ 財 政 力 指 数 ～ 地方公共団体の財政力を示す指標。普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財

政需要額で除して得た数値の３年間の平均値。この数値が高いほど財政力があるといえ

る。一般的に「１」を超える団体は普通交付税の不交付団体となる。

・ 公 債 費 比 率 ～ 経常一般財源総額に占める地方債の元利償還費等所要額の比率で、公債費負担の軽重を

みる指標に使われる。

・ 経 常 収 支 比 率 ～ 地方公共団体の経常的経費（人件費、物件費、扶助費等のうち臨時的なものを除いた経

費）のために、経常的一般財源（普通税、普通交付税等並びに経常的に収入される使用

料等のうち使途の特定されないもの）がどれだけ充当されたかを示す比率。地方公共団

体の財政構造の良否を判断する指標に使われる。

・ 実 質 赤 字 比 率 ～ 実質赤字（普通会計を対象）の標準財政規模に対する比率であり、これが生じた場合に

は赤字の早期解消を図る必要がある。

・ 連結実質赤字比率 ～ 実質赤字（全会計を対象）の標準財政規模に対する比率であり、これが生じた場合には

問題のある会計が存在することになり、その会計の赤字の早期解消を図る必要がある。

・ 実 質 公 債 費 比 率 ～ 地方公共団体が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率であ

り、段階的に基準が設けられている。

・ 将 来 負 担 比 率 ～ 地方公共団体が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、これ

らの負債が将来の財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すものである。
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人 人

人 人

％ 人 人 人

人 ％ ％ ％

人 人 人 人

％ ％ ％ ％

○過　疎

 ○

 ○

 ○

 ○

 ○

 ○

1 人

1 人

1 人

1 人

1 人

16 人

千円

無

無

無

有

有

有

令 和 ２ 年 度
決 算 状 況

都道府県名 北 海 道

コ ー ド 番 号 ０１２３３５ 市 町 村 類 型 Ⅰ－１

ふ り が な だ て し 本 年 度 交 付 税
種 地 区 分

Ⅰ－２
市 町 村 名 伊 達 市

人　　　　　口 面　積
人 口
密 度

人 口 集 中
地 区 人 口 産　　　業　　　構　　　造

国

調

Ｒ 2 年 32,857 km2 人

Ｈ 27 年 34,995 444.21 74.0 21,943 区　分 第１次 第２次 第３次

増 減 率 △ 6.1 S35.10.1 以 降 の 合 併 状 況 就
業
人
口

27年
国調

1,655 2,895 11,421

住

基

本 年 度 末 33,209

H18.3.1大滝村と合併

10.4 18.1

前 年 度 末 33,656 22年
国調

1,651

71.5

2,963 11,014

増 減 率 △ 1.3 10.6 19.0 70.5

区　　　　　　分 前 年 度 本 年 度 区　　　　分 指　数　等 指定団体等の状況

1 歳 入 総 額 Ａ

千円 千円 千円､％ ○豪　雪 ○山　振

18,122,184 22,957,686
基 準 財 政 需 要 額 9,600,753 

　再　建 ○旧新産

　不交付 ○広　域

2 歳 出 総 額 Ｂ 17,909,580 22,120,972
基 準 財 政 収 入 額 3,806,255 

　低開発 　旧産炭

標 準 税 収 入 額 等 4,751,752 
事 務 の 共 同
処 理 の 状 況

3
歳 入 歳 出 差 引 額

Ｃ 212,604 836,714
標 準 財 政 規 模 10,955,935 

議 員 災 害

Ａ－Ｂ 退 職 手 当

4
翌 年 度 へ 繰 り

越 す べ き 財 源
Ｄ 104,059 187,500

財 政 力 指 数
( ３ カ 年 平 均 )

0.393 
基 金 管 理

青 少 年 補 導

実 質 収 支 比 率 5.9 
交 通 災 害

5
実 質 収 支

Ｅ

ア イ 結 核 予 防

108,545 649,214 積 立 金 現 在 高 6,412,580 看 護 学 校

Ｃ－Ｄ ( う ち 財 調 基 金 ) (2,182,566) し 尿 処 理

6 単 年 度 収 支 Ｆ

イ－ア 備 荒 資 金 組 合
納 付 金

1,630,136 
ご み 処 理

△ 175,781 540,669 大 規 模 草 地

地 方 債 現 在 高 18,449,796 
広 域 市 町 村 圏

7 積 立 金 Ｇ 219 217

消 防 事 務

土 地 開 発 基 金
現 在 高

388,664 
常 備 消 防

小 中 学 校

8 繰 上 償 還 金 Ｈ
収 益 事 業 収 入 額

学 校 給 食

教 職 員 研 修

債 務 負 担 行 為 額
( 翌 年 度 以 降 支 出 予 定 額 )

3,474,483 
青 年 の 家

9 積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ

後期高齢者医療

健全化判断比率（％）

実 質 赤 字 比 率 －

10
実 質 単 年 度 収 支

Ｊ △ 175,562 540,886

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

－

4.8 

Ｆ ＋ Ｇ ＋ Ｈ － Ｉ 将 来 負 担 比 率 －

　一　　　般　　　職　　　員　　　等　　　(R3.4.1現在) 特　　　　別　　　　職

区　　　分
職員数
Ａ　人

給  料  月  額
Ｂ　　　  千円

１ 人 当 た り 支 給
月 額 Ｂ / Ａ 円

区　　　分
改 定 実 施
年 月 日

１ 人 平 均 給 料
( 報 酬 ) 月 額 ( 円 )

一 般 職 員 256 79,637 309,773 市 長 Ｈ29.７.１ 909,000

うち技能労務職 1 336 335,500 副 市 長 Ｈ27.４.１ 730,000

教 育 公 務 員 教 育 長 Ｈ27.４.１ 635,000

消 防 職 員 議 会 議 長 Ｈ９.10.１ 392,000

臨 時 職 員  議 会 副 議 長 Ｈ９.10.１ 343,000

合　　計 256 79,637 309,773 議 会 議 員 Ｈ９.10.１ 316,000

公

営

事

業

の

状

況

事 業 名
法
適

収　支　額
普通会計か
らの繰入額

職員数
(R2.4.1)

国

保

会

計

の

状

況

収 支 額 112,997 千円

普通会計からの繰入金 367,054

千円 千円 人 加 入 世 帯 数 5,100 世帯

国 民 健 康 保 険 112,997 367,054 5 被 保 険 者 数 7,603 人

後期高齢者 医療 14,341 198,007 5 １ 世 帯 当 た り
保 険 税 調 定 額

172,375 円
介 護 保 険 81,264 540,900 10

上 水 道 △ 254,918 8 18
被 保 険 者 １ 人 当 た り

(補てん財源除く)

簡 易 水 道 △ 31,233 38,278 1
保 険 税 調 定 額 115,627

(補てん財源除く)

公 共 下 水 道 △ 399,463 383,554 7
保 険 給 付 額 383,656

円

(補てん財源除く)
円

（大滝区）

（大滝区）

（大滝区）

（大滝区）
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千円

経常収支比率

％

％

千円

千円

千円

倍

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　入 性　　　　　質　　　　　別　　　　　歳　　　　　出

区　　　分
決　算　額 構成比

経常一般
財    源

Ｋの
構成
比％

区　　　分
決　算　額 構成比 税　　等

経常経費充
当一般財源

経常
収支
比率千円 ％ 千円､Ｋ 千円 ％ 千円 千円

地 方 税 3,955,148 17.2 3,726,015 35.1 人 件 費 2,537,390 11.5 2,303,714 2,176,568 19.7

8.9

地 方 譲 与 税 206,724 0.9 206,724 1.8 う ち 職 員 給 1,387,272 6.3 1,196,403 1,146,969 10.4

利 子 割 交 付 金 3,057 0.0 3,057 0.0 扶 助 費 3,324,654 15.0 982,779 982,031

配 当 割 交 付 金 7,380 0.0 7,380 0.1 公 債 費 2,155,884 9.8 2,064,775 2,064,775 18.7

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 8,969 0.1 8,969 0.1 元 利 償 還 金 2,155,346 9.8 2,064,237 2,064,237 18.7

地方消費税交付金 781,500 3.4 781,500 7.4 一時借入金利子 538 0.0 538 538 0.0

ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 6,720 0.0 6,720 0.1 小 計 8,017,928 36.3 5,351,268 5,223,374 47.3

特 別 地 方 消 費 税 0.0 物 件 費 2,427,456 11.0 1,677,413 1,373,843 12.5

自動車税環境性能割交付金 14,056 0.1 14,056 0.1 維 持 補 修 費 291,105 1.3 266,095 210,303 1.9

法 人 事 業 税 交 付 金 16,399 0.1 16,399 0.2 補 助 費 等 6,661,443 30.1 2,266,416 1,505,852 13.7

地 方 特 例 交 付 金 26,849 0.1 26,849 0.3 うち一部事務組合 1,145,431 5.2 1,063,189 954,130 8.7

地 方 交 付 税 6,535,314 28.5 5,800,891 54.6 積 立 金 304,191 1.4 184,818

普 通 5,800,891 25.3 5,800,891 54.6 投資･出資､貸付金 231,809 1.0 231,809 18,445 0.2

特 別 734,423 3.2 繰 出 金 1,735,268 7.8 1,391,042 1,308,822 11.9

小 計 11,562,116 50.4 10,598,560

交 通 安 全 交 付 金 4,674 0.0

99.8 前年度繰上充用金 経常経費充当一般財源

4,674 0.0 投 資 的 経 費 2,451,772 11.1 542,195 9,640,639

分 担 金 ・ 負 担 金 94,552 0.4 0.0 う ち 人 件 費 80,374 0.4 80,374

使 用 料 367,969 1.6 11,519 0.1 普通建設事業費 2,451,772 11.1 542,195 87.4

手 数 料 165,602 0.7 う ち 補 助 1,142,836 5.2 83,832 臨時財政対策債除く

国 庫 支 出 金 6,823,590 29.7 う ち 単 独 1,308,936 5.9 458,363 90.7

国 有 提 供 交 付 金 0.0 災害復旧事業費 税等総額(歳入)

都 道 府 県 支 出 金 1,299,198 5.7 失業対策事業費 12,747,770

財 産 収 入 186,521 0.8 7,310 0.1 経常一般財源総額

寄 附 金 85,775 0.4 10,625,552

繰 入 金 97,515 0.4 臨時財政対策債

繰 越 金 212,604 0.9 403,292

諸 収 入 659,122 2.9 3,489 0.0

地 方 債 1,398,448 6.1

合 計 22,957,686 100.0 10,625,552 100.0 合 計 22,120,972 100.0 11,911,056

市　　　　　　　　　　　　　　　　　　税 目　　的　　別　　歳　　出

区　　　　分
決　算　額 構成比 増減率 基準

税額
×

100 超課税分
区　　　　分

決　算　額 構成比 税　　等

収入済額 千円 ％ 千円千円 ％ ％ 75

市 民 税
個 人 分 1,418,434 35.9 0.1

法 人 分 231,195 5.8

1,399,120 議 会 費 177,399 0.8 177,399

△5.3 186,043 46,420 総 務 費 5,403,946 24.4 1,517,416

固 定 資 産 税 1,681,995 42.5 △0.5 1,653,560 民 生 費 6,588,310 29.8 3,278,917

軽 自 動 車 税 85,276 2.2 6.1 83,091 衛 生 費 1,612,873 7.3 974,764

市 た ば こ 税 283,653 7.2 △3.9 296,975 労 働 費 25,952 0.1 25,952

鉱 産 税 農 林 水 産 業 費 608,925 2.8 461,227

特 別 土 地 保 有 税 商 工 費 726,920 3.3 327,914

法定外普通税･旧税 土 木 費 1,712,612 7.7 1,028,870

目 的 税 254,595 6.4 △2.9 3.5 657,059

7,826 教 育 費 2,332,451 10.6 1,396,763入 湯 税 25,462 0.6 △25.4

事 業 所 税 災 害 復 旧 費 0.0

都 市 計 画 税 229,133 5.8 0.5 公 債 費 2,155,884 9.7 2,064,775

水 利 地 益 税

共 同 施 設 税

個

人

分

諸 支 出 金

7,826 消 防 費 775,700

前年度繰上充用金

宅 地 開 発 税 特別区調整納付金

合　　　計 3,955,148 100.0 △0.9 3,618,789 54,246 合　　　　計 22,120,972 100.0 11,911,056

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況　　　　(R3.4.1現在) 合　　計

市

民

税

均等割 3,500 円
市

民

税

法

人

分

均等割
　 千円標準税率に

対する比率

1.0 法人税割

１号 60  ６号 480  ％ ％
徴

収

率

区　　　　分
現年課税分 滞納繰越分

％

２号 144  ７号 492  
市 税 合 計 99.3 32.1 98.0

所得割

３号 156  ８号 2,100  

９号 3,600  

192  　

99.4 40.6 98.2

５号

180  

97.6

４号 市 民 税

国 民 健 康 保 険 税 96.9

固 定 資 産 税 99.1

30.4

24.1

83.7
固 定 資 産 税 1.4/100

8.4/100
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令和元年度 令和２年度

残　高 発行額 償還額 残　高 償還額 残　高

元  金 19,076,147 1,398,448 2,024,799 18,449,796 2,108,335 16,341,461

一 般 会 計 利  子 130,547 106,995

計 2,155,346 2,215,330

支出額 翌年度以降 支出額 翌年度以降

支出額 支出額

0 0

0 0

1,313,236 3,482,294 1,232,273 2,250,021

計 1,313,236 3,482,294 1,232,273 2,250,021

0 0

0 0

331 28 28 0

計 331 28 28 0

0 0

0 0

81,388 75,451 75,451 0

計 81,388 75,451 75,451 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,394,955 3,557,773 1,307,752 2,250,021

計 1,394,955 3,557,773 1,307,752 2,250,021

令和３年度

  物件の購入等に係るもの

　その他

　債務補償又は損失補償に係るもの

　その他

　債務補償又は損失補償に係るもの

  物件の購入等に係るもの

Ⅴ　 地 方 債 年 度 別 、会 計　

　債務補償又は損失補償に係るもの

令和３年度

  Ⅵ　　債 務 負 担 行 為 年 度 別 、　

令和２年度

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

合　　　　　　　　計

　債務補償又は損失補償に係るもの

  物件の購入等に係るもの

　その他

  物件の購入等に係るもの

　その他
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　別 残 高 及 び 償 還 予 定 表

償還額 残　高 償還額 残　高 償還額 残　高 償還額 残　高 償還額 残　高

2,087,827 14,253,634 1,935,679 12,317,955 1,830,548 10,487,407 1,707,513 8,779,894 1,524,644 7,255,250

90,464 75,329 62,434 51,274 41,486

2,178,291 2,011,008 1,892,982 1,758,787 1,566,130

支出額 翌年度以降 支出額 翌年度以降 支出額 翌年度以降 支出額 翌年度以降 支出額 翌年度以降

支出額 支出額 支出額 支出額 支出額

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

245,562 2,004,459 225,153 1,779,306 225,007 1,554,299 217,732 1,336,567 208,616 1,127,951

245,562 2,004,459 225,153 1,779,306 225,007 1,554,299 217,732 1,336,567 208,616 1,127,951

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

245,562 2,004,459 225,153 1,779,306 225,007 1,554,299 217,732 1,336,567 208,616 1,127,951

245,562 2,004,459 225,153 1,779,306 225,007 1,554,299 217,732 1,336,567 208,616 1,127,951

令和８年度

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

令和７年度令和６年度

(単位　千円)

(単位　千円)

　会 計 別 支 出 予 定 表

令和４年度 令和５年度
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